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上海における横浜企業の展開
中堅 ・中小企業を中心に




年代 を 「失われた10年」 とい うことす らある。
たしかにこの間,経済規模の縮小や失業率の増加,
不良債権の増大など,こ うした言葉にみあった状
況がみられ,一 部ではなお深刻 な状況す ら生 じて
いる。
しか し同時 に見逃 してならないのは,こ の10
年間に,日本企業の海外進出とくに中国への進出
には目覚 しいものがあ り,アジア地域 との国際分
業体制,相 互依存関係が深化 した点である。ユ)日







し,日本の経済 ・産業構造 に トランス ・ナシ ョナ
ルな枠組 を加速 させているのである。2)そして,
そのことが日本社会全体 に大 きな変動 をもたらし











する中堅 ・中小企業の海外進出,と くに数多 くの
企業が進出 している中国 ・上海での進出 ・展開状
況を事例報告 とい う形 で取 り上 げることにす る。
その さい,各 企業の進出当時の 目的 ・動機 とその















日本 の製造 業の 海外 生 産比率 は,1990年代 以
降,ほ ぼ一貫 して増 大 してお り,こ の間の 日本経
済全 体の停(低)滞 状 況 と好対 照 をな して いる と
いって よいだろ う。『第32回 我 が国企業の海外事
業 活動一 平 成14年 度,海 外事 業 活動 基 本調 査』
(産業餐 済省)に よれ ば,売 上 額 でみ た海外 生産
比率 は,図1に み られ る ように,海 外 進出企業ベ
ースでは1992年度の17.4%(25兆円)か ら200ユ
年 度の40.9%(64兆円)へ と,ま た国内全 法人














































い うまで もなく,こ うした海外生産比率の高ま


















人(う ち製造業263万人,非 製造業54万 人)へ




























輸 出)の 日本 の総輸 入額割合 に占め る割 合は,
1992年度の5.8%(1.5兆円)か ら01年度には
15.1%(5.6兆円)へ と増加する。地域別ではア
セアン(マ レーシア,タ イ,イ ン ドネシア,フ ィ
リピン)と 中国で,業 種別では電気機械 と情報通







外生産の高まりは トランス ・ナシ ョナルな枠組 を
強めているが,そ の内実は北米(米 国)と 並んで
東アジア地域 との相互依存関係を深化 させている







もたらすだろ う。実際,先 の 「海外事業活動基本
調査」で,国 内雇用が一部余剰 とな り人員削減を






日本企 業の海外展 開 は北米(米 国)と 並 んで東
アジ ア に もう1つ の 軸 を形成 しつつ 進 んで い る
が,そ の東 アジアの中で も中国の比重 が近年,高
ま りつつ ある。
日本企業 の現地 法人の東 ア ジアにおけ る売上高
の内訳 は,表1に み られ るよ うに,02年 度では全
産業 計で アセア ン4(マ レー シア,タ イ,イ ン ド
ネシア,フ ィリピン〉,NIEs3(シンガポール,台
湾,韓 国)を ぬいて 中国が1位 となってい る。製
造 業 に か ぎっ て い っ て も,中 国 で の 売 上 高 は
MEs3をぬ いてい る。 こう した状況 は,設 備投 資
額や現地法 人数 の増加 か らい って当然の ことで あ
り,今 後 も一層 強 まる とい って よい だろ う。 設備
投 資で は,2000年度 にお いてす でに,中 国でのそ
れがN【Es3をぬ き,02年度 で はNIEs3での1,500
億 円に対 して中国で は2,800億円 となってい るの
であ る(い ず れ も見込 み)。アセア ン4の6,200億
円 には及ば ない ものの,今 後 も自動車大 手 メーカ
ーの中国進 出に ともなって さらに増加す る,と 考
え られる。
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全 産 業 363,761 338,666 ▲1.4 391,fi60 9.2
製 造 業 201,331 zoz,sus 0.7 230,031 13.5
非製造業 162,430 155,990 f4.0 #59,956 2.5
ASEAN4
全 産 業 OZ,'Wr 108,208 5.7 126,509 18.9
製 造 業 78,284 87,164 X1:3 102,110 17.1
非製造業 24,122 21,Q45 1ｺ12.8 24,372 1v.$一一
NIEs3
全 産 業 144,488 123.21$▲14.7 121,250 ▲1.6






非製造業 SO,360 ss,sai ▲i3.3 65,453 ▲6.0
中 国
全 産 業 106,297 116,780 9.9 132,538 13.5
製 造 業 51,020 52,455 a.a 61,466 17.2
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こう した設備投 資や現地 法人数の増加 は,中 国
で の従業者数 の増 加 を もた らす。01年度 の 中国で
の製造業従業 者数 は60万 人 となってお り,NEs3
の19万 人 をぬいて いるの であ る(な お アセ ア ン4
は85万 人)。 もちろん,従 業者数の規模 自体が付
加価値 率や付加価 値額 を 自動 的 に決定す るわ けで
はない。実際,中 国で の製造 業全体 の付加価 値率
は8.6%で,MEsの10.7%,アセア ン4の9.7%
よ り低 い。 また,付 加価値額 も3,214億円 と,ア
セア ン4の8,430億円,NIEs3の5,750億円 よ り低
い。この ことは,中 国での 日本の製造業の進 出が,
まだ労働集約 型産業 あるいは組 立等 の労働 集約 的
工 程 が多い ことを物 語 ってい るだろ う。 しか し,
に もかかわ らず,中 国1国 で これだ けの付加 価値
額 を生み だ してい るこ とは,日 本の製造業 に とっ
て大 きな魅 力 になっている,と いってよかろ う。
以上み て きた よ うに,中 国での 日本 の製造 業の
進 出 は,日 本 の製造業(さ らに日本経済全体 〉 に
とって中国の比 重の高 ま りを意 味す る。図3は,
その こ とを現 地法人 と日本 との 間の販売 高及 び調
達 高 の状 況 か らみ た もの で あ る。1996年度 と





アン4の 場合,販 売高ではそれぞれ増加 している
が,調 達高ではそれぞれ減少 している。 こうした
ことからも明らかなように,日 本の製造業(さ ら
に経済全体)に とって中国の比重が,1990年代後














が 「上海浦東地区開発計画」 を承認 しているが,


























把握 している,海外 に進出 している横浜企業(横
浜を本社にしている企業,全 産業,駐 在員 ・連絡







本 ビクター(ビ デオ等の生産),日新(物 流一倉




えば,横 浜市産業振興公社 と21世紀中国総研 と
が把握 している限 りにおいてである。なお,横 浜
と同様の傾向は神奈川県 に本社をお く企業数でも
みられ,東 京 ・大阪 ・愛知についで4番 目に多い
とはいえ,5%に す ぎない。21世紀中国総研編
『中国進出企業一覧2003-2004年版』蒼蒼社,
の資料 よ り算出)。このことは,も ともと横浜経
済さらに神奈川経済が,東 京 に本社をお く企業の
生産拠点,「支店経済」 という性格 を強 くもた さ
れていたことの反映,と いってよいだろう。 さら
に上海市に進出した横浜企業を業種別 にみると,

















増大 している。のその結果,工 業分野 にかぎって
いっても,工業企業単位数(社)の うち,2002年
現在,「国有経済」53%,「集団経済(郷 鎮村営
など)」24.5%に対 して,「その他経済(私 人 ・個
人 ・連合経済 ・株式制 ・外資)は70.2%を占め
るにいたっている。そ して 「その他経済」が工業
生産額の82.5%を占め,さ らに上海の外資系企
業が工業生産 と輸 出の6割 を占めているのであ








万 ともいわれている),農民,高 齢者 などと経営
者,高 学歴の外資系企業従業員などとの格差が広








輸出は全国比で28%を 占め,ま た対日貿易 も37
%と 広東省の26%を こえている。上海経済圏の
人口は1億4千 万人 と日本の人口 と同規模であ
り,所得 も高 く市場 としても急成長 している,と
いってよいだろう。上海経済圏(長江デルタ地域)
は,広 州を中心 とする珠江デルタ地域,北 京 ・天
津 を中心 とする環渤海地域 と並んで中国経済の三
極 を形成するといわれているが,い まや第1位 の
地位 を占めつつあるとみ られる。そして,上 海経
済圏の形成 とともに,上 海市は単なる生産拠点か
ら製造,販 売,調 達,開 発等の総合的拠点 として
の機能を有するようになって きてお り,日系大企
業も中国本部機能を上海市 にお く傾向が生 じてき
ているのである。
横浜中堅 ・中小企業 もまた,こ うした高度成長
がつづ き,しか もネッ トワーク化 されつつある上
128
海経済圏の中で経営活動 を行 ってお り,新たな生
産 ・販売体制の構築を図っている。以下では,上
海に進出した横浜中堅 ・中小企業の中でも多い機














機 を軸に,さ らにCAD/CAMシステム,プ ラス










ア(日 本 を除 く)のそれは33%と なっている。
アジアでの売上高が拡大 しているが,な かで も中
国(台 湾 ・香港含む)で の売上高は全体の25%
を占めるほどであ り,中国での販売はS社 にとっ
て重要な位置を占めているといってよいだろ う。
そ して生産ベースでみて も,タイ40%,中 国30
%,国 内30%と,ア ジアでの生産比率が国内を
上回っている。
こうしたS社 のタイ ・中国での生産比率の高 さ




高騰等のため工場用 地の入手 が困難であった こ
と,な どにより,はや くも76年には福井県内 に
生産主力拠点を形成 している。横浜企業 といって
も,S社 は創業後の早い時点から県外 に生産拠点
をつ くらざるをえなかった,と いって よいだろ
う。




である。S社 は欧米向 き製品のコス トダウンをは






一方,中 国への進出経過 は,1984年か ら製品
















ることがで きる。 こうした特典 と優遇措置によっ








る。10年前 と03年の販売先 を比較 してみると,
10年前では中国私企業 ・国有企業は20%で,外
資(日 本 ・欧米 ・台湾 ・香港企業)が80%を 占
めていたが,現 在では,その比率は前者が80%,






のである(こ の中には,一 人親方の工場 も多い)。
これ らの地域では,ソ ケッ トやICの部品生産の
ための金型が生産 されてお り,精度の高い製品が




高い ものの,韓 国 ・台湾メーカーの50万 元台,
さらに中国ローカルメーカーの10万元台 と比べ
て,性 能が優れているため生産が需要に追いつか
ない状況 となっているのである。実際,注 文 して
から6ケ 月待たされる状況となっていて,こ のた













名,事務8名(財 務2名,総 務1名,通 関 ・部品
管理5名),そ の他,で ある。中国人従業員のう
ち,部 長職1名(日 本の大学に留学経験があ り,
本社採用),課長職(現 地採用)5～6人 となっ
ている。
給与は,営 業(大 卒 ・専 門学校卒)で 月5,000
元,サ ービスマン(機械 ・電気系の大卒,オ プシ
ョン,機械すえつけ,部 品供給 など)で3,000元
(ただ し,残業が多 く,1～2,000元が加わる),
事務(大 学 ・短大 ・専 門学校卒)で2,000元,で
ある。課長職では7～8,000元となっている。 し
か し,給与は,こ れに失業 ・医療 ・年金(養 老)
の各保険料 と住宅税(将 来,住 宅を取得するため
の準備金)を 加 えて(い わゆる 「四金」)5),実質
的には各 々月収の1.7倍となっている。 さらに,
ボーナスが3～4ヶ 月分 を年2回 に分けて支給 さ
れている。 したがって,運 転手等 をのぞけば,大
半の従業員の年収は上海市の1人 当た り平均賃金
をこえ,課長職では5倍 強 となる。雇用契約年数




対 して,サ ービスマ ンは新卒入社後,一 定の技術
を習得後,よ り高い賃金を求めて他企業へ移動す
る者が多い。従業員募集は現在,人 材紹介会社を
通 して行っているが,サ ービスマ ンをのぞいてほ
ぼ安定 した従業員体制を整えている。
こうした中国市場の拡大にともなって,生 産面




(合弁)の 生産 ライ ンは,設 立後,新 たに工場 を






200名へ と増加 してお り,今後はさらに300名ま












段 も,自転車 ・バ スから電気 自転車 ・バイクへ,
さらに自動車へ と変化 しているのである。
ところで,放 電加工機の生産にとって数値制御





率S社80%,大 学20%)。ソフ ト開発 ・プログ
ラミングは,か つてS社 内部で行 われていたが,
増産にともなって社内ではまかない きれず,ま た





設立 したのである。現在,ソ フ ト開発でのS社 本
社 と上海現地法人との役割分担は,新 たな加工機
等 を生産する場合,本 社研究開発部でソフ ト概念
をつ くり,現地法人はこれに したがってプログラ
















ている。 この他 に,各 種保険等の負担 をあわせる
と,月給与の1.7～1.8倍が給与 として支給 され
ていることになる。こうした状況を反映 して,い





プの リーダー的存在に成長 した中間層 に離職が多
い点であろう。 これには,仕 事に応 じて中途採用









ラム作成能力 とい うより,「仕事 を勝手 にわ りふ
ってやる。 しか も自分はまちがっていない,と い
いはる」 という,仕事の全体像を把握 した上での




りが なされて,大 きな混乱 はないが,「打 ち合せ
で も中国人同志でや りは じめる。自分勝手 に行動
する」 という面が少なからずある,と いう。 した
がって,こ うしたことと先に述べ たグループの リ
ー ダー的存在に成長すると離職が多 くなることと
が,品 質管理の問題 を生 じさせる潜在的要因 とし
てある,と いってよいだろう。
以上,中 国私企業を中心 とする中国市場の拡大
に対応 した販売 ・生産 ・ソフ ト開発 についてみて
























は,当 初の労賃削減 を中心 とした円高対策か ら,
中国経済 ・市場の急成長 に対する体制づ くりへ
と,大 きく転換 した,と いえるだろう。
そして,こ うした中国での生産拠点づ くりは,
S社 の国内生 産を も大 きく変化 させ るこ とにな
る。実際,国 内の生産拠点であった福井工場では
放電加工機の生産は行 ってお らず,タ イや中国で
生産 した大型機械をグレー ドアップして,国 内で
販売することとなったのである。 しかも,同工場
の従業員は01年 か ら削減 し,その後子会社を設
立 して転籍 させ ている。その一方で,国 内では次
世代技術を担 う 「ナノ加工機」の開発 ・生産を,
また2000年に米国シリコンバ レーに現地法人を
設立 してソフ トウェア開発を行っている。これに
タイ ・中国を含めて,S社 では生産 ・研究の国際
分業体制 をつ くりつつあ る。 こう して,S社 は
1990年代以降,生 産 ・販売 ともにグローバルな展



















ち,ア ジアが70%近 くを占めているが,と くに





A社 では,す でに1980年代 の終 りに台湾で,
また92年 には中国 ・漸江省で塗装機の生産を開
始 してお り,さらに90年代 の後半にはインドで
圧縮機の生産を行っている。アジアでの売上高の
増加 とともに,こ れらの地域 ・国での生産 も拡大
させているといって よいだろう。こうした中で,
と くに中国市場の急成長に対応 して,A社 では,












は代理店のみで販売 していた とい う制限をとりは
らって,A社 グループの全製品を拡大する中国市
場へ供給 ・販売す る体制 を整備す る狙いである
(もちろん,中 国生産品の輸出も含む)。A社にと
っての中国市場 とは,主 に日系企業,と くに特化
した規模の小 さい工場であ り,これに中小規模用
の製品を販売す ることが中心 となっている。この




製品を販売する点 にある。そ して第2は,中 国で
の現地調達に よる塗装 システム事業の拡大であ
る。中国でのA社 の製品(事 業)別 売 り上げは,
スプレーガン等が40%,塗装 システムが60%で
あ り,今後は自動車,電 子機器(携 帯電話等)関
連の日系企業の進出増加にともなって,さ らに塗





A社 か ら出向いている総経理をのぞいて,現 地従
業員は7名 とまだ小 さい。財務 ・輸出入等の事務
系が5名 で,全 員が女性であ り,学歴は大学卒か
専門学校卒である。給与は,福 利厚生費等 こみで
月2,800元から3,400元となっている。サー ビス
系では男性2名 で,機 械主学系の大学を卒業 した
ばか りであるため,給 与は月2,000元となってい
る。この他に賞与が1ヶ 月支給 されるが,全 体 と
して賃金コス ト節約のため上海人以外の地方人が
多 く採用 されている(と くに福利厚生費は上海人




務 ・営業系では2名 が支援要員 として派遣 されて
お り,今後需要が見込 まれている塗装システム関
係では常時2～3名 が,ま た仕事量 に応 じて5～


















社の他 に,A社 では2つ の現地法人を設立 して,
生産を行っている。1つは1992年に漸江省嘉興市
に設立 した生産工場であり,こ こでは主 にスプレ





















立 した ものであるが,こ こではコンプレッサー,
塗装ブースが生産 されている(中 国人従業員は30
人程度で,こ のうち女性が1/3を占める。賃金は




2～3年 後 にフル生産稼働が行えることを目指 し
ている。










われて も見てないとや らない点,さ らに技術 をお
ぼえた り,商品研修がなされると離職 し,教育を




生 じている,と いってよいだろう。 しか しいずれ





が,現 在の ところA社 グループ全体の生産体制に











体生産用の真空機器,な どを生産 してお り,子会
社とも異なる製品を生産 しているのである。 した
がって,中 国市場向けと日本市場(さ らに欧米市
場)向 けとは,製 品別,さ らに同 じ製品であって
も精度の違いによって生産拠点を異にしていると
いってよいだろう。
したがって,中 国市場 に向けた総合的な販売 ・
生産体制の準備 といって も,こ うした製品別精度
別の国内を含む生産体制の枠の中で進め られてい





中国のWTO加 盟 によって,外 高橋保税区などに
立地する外資の特典がな くなり,中国企業さらに






ろ う。 ここ数年の状況 が分岐点 になる と思われ
る。
3.M社 一 抵抗器 メー カーの事例
(1)低価 格競争 と中国進 出
M社 は1957年に設 立 され た各種抵抗器 を中心
とした電気部 品メー カーであ る。資本金 は9千 万
円,従 業員 は250名の中小 企業であ る。
M社 の最近の売上 高 は45億 円であ り,バ ブル
期 には7～80億 円で あった ものが,一 時40億 円
に まで落 ちこみ,や や 回復 して きてい る とい って
よいだ ろう。売上 高の展 開分野別 比率 は,カ ーエ
レク トロニ クス分野35%,メ カ トロニ クス ・OA
分野36%,ホ ーム エ レク トロニ クス分 野(給 湯
器 ・デ ィスプ レイモニ ター ・電気 毛布等)29%,
となっている。
M社 の売上高 の落 ちこみ は,い うまで もな くバ
ブル崩壊 に起因す るが,同 時 に注 目 して よい のは
抵抗器分野 にお ける台湾等企業 の追い上 げ,さ ら
に中国 に進出 した 日本 の同業他社 の と くに低価格
による競 争激化 とい う点であ る。 このため,取 引
先 か ら単価 切 り下 げ を要 求 された こ とが大 きい,
とい って よい。M社 で はこれ に対 応す るため に,
カーエ レク トロニ クス分 野,メ カ トロニ クス分野
への展 開 をはか る と同時 に,生 産拠 点 ・生産体制
の整理 を図 るこ ととな った。す なわち,一 方 では
国内各工場 ・下請 の整理 を行 った。M社 は,本 社
(02年現在,従 業員65名,営 業 ・技術 開発 ・本社
機 能)の ほか に,足 利 工場(52名),静 岡工 場
(90名)をもち,ま た青森 に子 会社 を設立 して生
産 を行 って いるが,こ の うち,青 森 では下請 を10











う。実際,M社 の場合,中 国進出によって,コ ス
ト限界を工数 レー トで比較すると,静 岡工場 を1
とすると,足利工場o.s,東北工場0.9であったも
のが,上 海工場では0.2にまで低減することにな
る(た だ し,これには企業規模の大小 も大きく左
右 してお り,M社 より規模の大きい企業では,M
社 より安い価格で国内生産を行 っているのも事実











殊 ヒーター(給 湯機用凍結防止の もの),特殊温










ている。主な生産設備は,全 自動巻線 ・乾燥 ・切
断機4台,セ メン ト混練機4台,シ リコンゴム注
入装置3台,特 殊 ヒーター生産設備一式1台,ス




ら出向 している日本人2名(総 経理,生 産技術)
をのぞいて,98名である。このうち,間接部門で
は財務 ・総務 ・人事 ・品質管理 ・生産技術 ・管理
(税関 ・倉庫)・ 通訳,が 各1名 つつで,男 女の
比率は半々となっている。品質管理 と通訳が大卒
であ り,その他は高卒である。給与は,月 基本給
で1,800元(総務 ・人事)か ら4,000元(財務 ・
生産技術)で ある。あとの残 りが直接生産部門で
あるが,男 性4名 をのぞいて大多数が中卒の地方
出身者で20歳 台の女性である。給与 は,月 基本
給で700元(同業種で下のクラス)で これに諸手
当,通 勤費(ワ ーカー月50元,事務職月100元)
が加わる。ワーカーの場合,基 本給 といって も,
月20日計算の 日給月給制であ り,04年4月まで
有給休暇はついていない(現 在は年間6～10日
まで となっている)。間接 ・直接部 門ともに,基
本給の20～25%の保険金等が加算されるが,こ
れの適用 は従業員の約半数にとどまっている。給
与面では,こ の他 に直接 ・間接部門とも,年2回
の賞与(1ヶ 月つつ)が 支給 されている。 また,
直接部門では,3～8月 にかけて,季節 ものであ
る毛布 ・カーペ ッ ト用の特殊温度セ ンサーの増産
のために,期 間を限定 して増員 している。
以上の従業員体制で生産 を行 っているが,03










直接部門で働 く従業員の うち,男性4名 は抵抗










門で働 く若年の女性従業員は,勤 労意欲 は高いも
のの,品 質管理についての意識は低 く,量 さえつ
くればよいとい う意識が強い。女性従業員はスポ
ット溶接工程,エ レメン ト加締め工程,仕 上げ工
程に多 く従事 しているが,「ポカよけ」のため に
日本では必要のないダブルチェック体制が組 まれ
ている。いうまで もな く,品質管理は製品の歩留
























入 しているが,た とえばジーゲル線一 抵抗線や
それを水や海水からの侵蝕 を防 ぐ外皮では,当 初
検査 に合格 したものは2～3割 にす ぎなかった。
これに対する指導 をきびしくした結果,現 在では
7～8割 が合格するまでに至っているが,中 国企
業からは規格が きび しす ぎると主張 された,と い










ある。これに対 して,M社 では同業他社 と比較 し
て賃金は下のクラスであるが,生 産量の増加にと
もなう雇用の安定がみ られ,そ れを求める従業員
を中心に定着率が良くなった とみ られる。 もちろ
ん,雇 用の安定ばか りでなく,先にのべたような
有給体暇制の導入や 日帰 り旅行(中 国では旅行が
ブームとなっている),懇親会の実施 による従業
員同士のつなが りを深める努力 もなされている。
M社 では今後,取 り引 き先のキャノンや,ま た
大手 日系給湯器 メーカーの子会社による07年か
らの操業開始 などによ り,受注量の増加 を見込ん
でお り,現在の生産量の中国現地向けと日本向け
の3対7の 比率が逆転すると予測 している。これ
に対応するため,工 場の移転 も考 えられている。
また,その一環の意味 も含めて,ワ ーカーの場合,
仕事の内容は変 えずに固定化 した上で熟練工を中




け体制への大 きな転換を意味するだろう。 しか し








生産で きる製品を生産 しつづ けるとすれば,中 国





向上,そ れを支える熟練工 ・多能工の確保(と く
に移転場所によっては,そ れまでのワーカーを確
保で きるか)の 問題などが生 じて くるだろう。 ま
た,税 金面で も,増殖税の還付率が17%か ら14
%に 引き下げられた り,輸出税(新 税)と して売
上高の4%が 徴収 されることから,税負担 も重 く
なりつつある。M社 の中国現地市場向け体制への




T社 は1991年に設立 されたソフ トウェア開発
企業である。製造業では松下電器,パ ナソニック
モバ イル,流 通業ではローソン等からの ソフ トウ




















屋 自体,満 足のい くものではなかったのである.
しかし,大学側でも産 ・学(教 育)・ 研(究)の
結合による事業には税金免除 とい う特典をいか し
て力を入れはじめた。その背景 には,大 学が 自力
で大学運営費用 を獲得 しなければならない,と い
う事 情 があった とみ られ る。 同大学 には もと もと
付 属の工場 があ り,実 験 用器具 や語学学習 テー プ
な どを制作 して他大学 に販売 してい たが,こ う し
た事 情 もあって,現 在 で は電子 ・機械 ・不動 産 ・
ホテル ・短大 な ど,30数社 を傘 下 にお さめ るまで
に なっている。 この うち,2社 はT社 を含 めた 日
本企 業 との合弁企業 であ る。
こ うした中で,プ ログラマ ーの技 術 向上 などに
よって,合 弁 企業 はT社 の 下請 け と して成長 し,
売 上高 もOl年には2,900万元か ら03年には6,000
万元 と伸 びてい るの であ る。T社 で は,今 後,中
国 に進 出 した 日系企 業の情報 システ ムの開発 ・運
用 の受注増 を目指 して,レ ベ ル向上 を図 って いる。
以 下,開 発体 制の現状 と レベ ル向上 につ いて,立
ち入 ってみ るこ とに したい。
{2)下請業務 の レベル向上へ
現地 法人 は総経理 以下40名 で構成 され てい る
が,全 員 が中国人 であ る。 この うち,総 経理 をの
ぞい て,第1シ ス テム部13名(日 本 向け開発 作
業一 富士 通系FFCか らの下請 け,部 長一SE,A
クラス),第2シ ステム部15名(日 本 向 け開発作
業一T社 か らの下請 け,部 長一SE,Aク ラス),
第3シ ステム部5名(中 国国内向 け開発作業,部
長SE,Bク ラス),技 術 サポー ト室2名,中 国国
内営業部2名,総 務 ・会計2名,と なってい る。
各 開発部 の 中に,仕 事 ご とにプロジェ ク トチ ーム
がつ くられてお り,そ の主任 はSEのBか らCク
ラスであ る。 これ に,大 学計 算 セ ンターの職員 及
び大学 院生計30名 を利用 す るこ とが で きるため,
実 質 的 には開発 要 員 は60名 程 度 となる。 また,
設備 も同計算セ ンターを利用 で きる。以上の 要員
配置 か らも分 かる ように,現 地法 人の業 務 はT社
か らの下請 け,孫 請 けの仕事 が大部分 であ る とい
って よいだろ う。
システ ム ・エ ンジニ ア(SE)と プ ロ グラマ ー
(PG)はそ れぞれAか らCま で3ク ラスに分 かれ
てお り,毎年1回 能 力検 定の試験が な されてい る。
給与 は,SE-Aで 月8,000元,Bで3～4,000元,
Cで2～3,5000元,となってい る。 これは,約 半
分 を 占め る基本給 に出勤 や食 事 な どの諸手 当 と実
績給 を加 えた もので あ り,実 績 に よって はこの額








ない,と い う点での評価である。このため,情 報
系の大学新卒者(上 海市内の大学 出身者が8096













あった。プログラミングの技術 自体は,す で に大
学で教育 されてお り,また開発規準の研修 も入社
後おこなわれているため,こ の工程 に関 しては安
定 した品質を保持するに至っている。
こうした基盤の上に立って,丁社では現地法人








責任者」 ・ 「品質管理責任者」 を設置 し,こ れら
の責任者 は複数のオフシ ョアー括開発 を技術分
野,品 質管理分野でいわば横断的に共通管理する
役割 をもつ。 ここでは技術力と管理力が不可欠 と
なる。





アラームを依頼元に報告,連 絡,相 談 して,日 本







(仕様書 を正確 に理解できるか,ま た応用が きく
か等〉を左右することになるからである。すでに
のべたように,T社 では日本語教育に力を入れて





























以上,上 海に進出した横浜中堅 ・中小企業の う
ち,機 械 ・電機の業種3社 と情報サービスの業種
1社の経営展開とその変化についてみてきた。先
に述べたように,業種にかたよ りがあ り,また事






うに,例 えばM社 のコス ト限界を工数 レー トで
比較 した場合,静 岡工場を1と すれば上海工場で
は0.2にまで低減できたことは,や は り 「安価な
労働力」によるものと考 えてよいだろう(同社の
場合,材 料のほとんどが 日本からの輸入であ り,
輸送コス トも含んだ上での計算である)。また,S
社の放電加工機のプログラミング工程における労




















等の追い上げ とい う状況のなかで,国 際 ・国内双
方でのシェアの高 さをもつ生産財 を生産 している
S社にして もA社 にしても,コス ト面での競争激
化 はさけられない し,ま してや下請企業のM社
そ して情報サービスのT社 の場合 も,発注元から,
また同業他社 との競争か らコス トダウンを余儀な
くされた といってよい。そ して,こ れ らの企業で
は中国 ・上海(圏)へ の進出によってそれを実現




体制の構築をしは じめている。 これは,進 出当初
の 「安価な労働力」を求めた動機からの転換 を意
味するだろう。 もちろん,「安価 な労働力」 自体
は依然 として魅力であることはまちがいないが,
それだけでは新たな体制の構築は不可能だろ う。
その さい,中 国市場 とは各企業にとって具体的
に何 をさしているのかが問題 となる。これを取 り







だろう。そ して,上 海経済圏などではこの3つ が
循環 しなが ら拡大成長 しているといえよう。 しか
しこれと同時に見のが してはならないのは,各市
場が内部に階層性 をもつ点である。 この階層性に




そ うではない水準 とに分かれるだろう。そ して,
中国市場 といっても,具体的にどこを目標 とする
かによって(下請企業ではそれは親会社からきめ
られて くるだろ う),日本か らの技術移転や設備
(したがって投資額)も きまって くるだろう。
「安価 な労働力」 を求めての進出か ら成長する
中国市場へ対応する体制の構築への転換 といって
も,以上の点か ら,本稿で事例 として取 り上げた









企業等へ まわ し,日系企業等では日本 ・台湾製の
製品がまわされてお り,市場の階層性 に応 じて生
産拠点 も使い分け られているといってよいだろ
う。情報サービスのT社 はS社 に近い志向をもち,





をお く大手家電 メーカーでは,A社 に近い体制へ
転換 しつつある,と いわれている。このメーカー
は主 にビデオデッキなどを生産 しているが,こ れ
までの高品質 ・高価格の方針か らいわばB級 部品
を使 ってA'ク ラスの製品 を生産す る方針へ と,




もす ぐ使 えなくなって も,また買いかえるといわ
れている(中 国では録画はせず,し か も再生用 コ
ンテンツがコーピーのため安 く手 に入る,と い う






や生産 ・事務組織 における役割意識 ・行動,さ ら
に品質管理意識について,多 くの日系企業が多大
な努力 を強い られてお り,中国市場へ対応する体
制の構二築 にとって,.これが従来以上に重要な問題
となることである。
企業に対する帰属意識の低 さは,定 着率の低 さ
に端的に現れているといってよいだろう。そ して





宅 ・年金 ・医療 ・教育等 まで 「生活丸抱え型」の
「単位」への所属 とは ちが って,い まや各個人,
各家族 ごとに 「市場」 を通 じて商品を購入 し充足
しなければならない状況 となっている。こうした
状況が従来であるならば考えられなかったような
分野(た とえば教育)の 出費をもたらす し,また
消費 ・購買意欲 も高 まっていることから,多 くの




労働者を移動 させ,定 着率 を低 くさせているとみ
られる。「安価 な労働力」 とひきかえに生 じて く
る矛盾といって もよいだろう。














意識 ・行動や品質管理意識のあ り方が問題 とな
る。職場組織 における役割意識 ・行動の点では,
生産ラインで固定 した単純労働 を繰 り返 し行 う場
合 と,生産ラインでも機械の操作や修理を含んで
いた り,また事務 ・営業 ・サービスなどのように
労働者 自身の裁量の余地が比較的多 く含 まれてい
る労働の場合 とで区別する必要がある。前者の場
合,M社 の事例でみたように,生産ラインで働 く
女性労働者は与 えられた作業役割 に集中 してお
り,と りたてて問題は生 じていない。 しかし,同
じM社 で も機械操作 や修理を含む労働では,役






る形で しは じめ,組 織的協業的な役割意識 ・行動
は低かった。同様のことは,S社 のソフ ト開発部
分で も当初生 じている。また同 じS社 の他の部門
やA社 でも,多かれ少なかれみられた。これとは
逆に,と くに事務部門では 「縄張 り意識」が強 く,




全体 として低い,と いってよいだろう。生産 ライ
ンの場合で も,M社 の事例のように,仕事に集中




掃 して,確 かに片付つけたという書類 をお くよう
に しているが,片 付つけることが 目的ではな く,
書類をお くことが目的になりかねない。同じこと



















立 した意識 ・行動であることから,独 自の努力が
求め られることになるのである。1。)
第4に,以 上の中国 ・上海(圏)へ の進 出が,
各企業の国内生産体制や生産機能にどのような影
響 をもたらしているかの点である。 もちろん,事
例 として取 り上げた企業のなかには,中 国以外に
台湾,東 南アジア,イ ン ドなどにも進出 している
企業があ り,中国への進出による影響 を厳密にと
りだす ことは困難である。 しか し,そ こには共通
して見 られる現象があることも事実である。





年代後半以後,用 地不足 ・地盤沈下 ・輸送条件の
悪化 ・公害発生な どによって,生 産拠点 を北関
東 ・東北 ・北陸地方などへ移転 させていたことを
ふまえる必要がある(も ちろん,こ の中には 「安
価 な労働 力」 を求めて という理由 もあっただろ
う)。実際,事例 として取 り上げたS社,A社,M




になろう。実際,事 例 として取 り上げた各企業で
も,S社 の場合,福 井工場での生産停止,中 国製
大型機械のグレー ドア ップ特化s従 業員の削減と
子会社への転籍,が なされている。同様 に,A社
で も秋田 ・福島工場(と もに子会社)の 従業員削












あろ う。S社の本社は,中 国 ・タイの生産体制と
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日本 ・欧米 ・中国にまで広がる営業 ・販売体制 と
を統合する経営計画の策定 ・実施と技術革新 を進
める研究開発,という2つの機能 に集中している。
同様のことはA社 やM社 で もみ られる。 もちろ
ん,こ うした機能の集中は生産拠点が東北地方な






上昇 しているとみてよいだろう。そ して,こ のこ
とをさらに広げていえば,財 務会計 ・法務 ・情報
システム ・研究教育など,各企業の外部で展開 し
ている分野 を中間財 として利用 しながら,機能変
化を進めることを意味するだろう。
以上,中 国 ・上海へ進出 した横浜中堅 ・中小企






きた。 もちろん,新 たな経営体制が順調に構築 さ
れるか否かは,本 稿で指摘 した要因だけでなく,
より大 きな要因つ まり中国経済 自体がかかえてい
る諸問題(バ ブル崩壊の危険性,不 良債権の増大,






レベルで うける影響 について考察す る必要があ
り,本稿では,そ の前段 となる作業一それ も素描
にすぎないが一 を試みた。
付記
































は安い労働力にもとつ く 「比較優位」にあ り,した
がって今後 もこれを生か した 「適正技術」,具体的
にいえばハイテク産業ではなく労働集約型産業にこ










お り,「安い労働力」が内陸部 ・農村部 と沿岸部 ・
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